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■第5回行政改革推進委員会の内容 

参考：前回(第3回)行政改革推進委員会の内容／「柏市の定員管理の現状」 

 柏市の職員数は，旧沼南町との合併以後減少していた(※1)が，平成25年度を底として「横ばい」から「増加」に転じている(※2) 

 
 
(※1) 

【職員数の削減に向けたこれまでの取組】 
 

●業務の外部化（民間委託・指定管理者） 
●臨時職員・再任用短時間勤務職員の活用 
●事業の縮小・廃止，組織の統合・合理化 

中核市の中では 
比較的少ない職員での組織体制を維持 

 

48市中 一般行政部門＝9番目，普通会計部門＝14番目 (H29) 

(※2) 

 
 
 
 

              【H28→H29】 +21人 
                保育園の待機児童の解消 
              【H29→H30】 +29人 
                職員のワークライフバランスの確保 
                福祉・子育て施策の拡充等 

 
…全国で見ても，地方公務員の総職員数は増加傾向に 

主に民生部門 
（子育て支援・高齢者福祉・生活保護）で増員 

定数条例の 
改正 

議題：柏市の定員管理の課題と今後の方向性 

 当面の人口増や，諸課題への対応を進めるためには，職員数の一定の増員は避けられないとの現状整理に 
対するご意見 

 将来的な人口減（＝税収減）を踏まえて，職員数の増加の抑制と，その後の減員に向けた取組の方向性に 
対するご意見やご提案 

■ご意見等を伺いたい事項■ 
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1 定員管理における課題 
■市の総職員数は増加傾向にあり，当面は増加傾向が続く見込み（※） 
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【職員数の推移(～H30)と推計(H31～)】 

行(一) 行(二) 

【職員数の増加要因】 
１ 社会状況の変化に対応した業務量の増加 
２ 市の役割の拡大 
３ 高齢者雇用の確保 
４ 「働き方改革」への対応 
５ 会計年度任用職員制度の導入 

(人) 

（※）柏市人口推計(H30.4企画調整課作成)を基に，総務省・地方公共団体定員管理研究会報告書(H30.3)で示された「定員回帰指標(★)」を活用して職員数の推計を行った 
    結果によるもの(行政改革推進課作成) 

（★）人口と面積の2つの説明変数を用いて，地方公共団体の平均的な職員数を示す指標。人口と職員数は比例関係にあるとされるため，人口が増加すると職員数も増加する。 2 



1 社会状況の変化に対応した業務量の増加 
                       ○保育園入園児童の増加 

                       ○公立・私立保育園の整備・拡充 

                       ●幼児教育・保育の無償化（2019.10～） 
 

                       ○介護・医療・生活保護に関する業務量の増加 

 

                       ○「柏市公共施設等総合管理計画」→長寿命化・計画修繕 

 

2 市の役割の拡大 
                       ○「中核市」への権限移譲／千葉県からの権限移譲 
                             （例：パスポートセンター開設（2018.10～）） 

                       ●多くの専門職（児童福祉司・児童心理司・一時保護所職員） 
                        の確保が必要に 

■職員数の増加要因 

少子化／女性就業率の向上 

高齢化の急速な進展 

公共施設・インフラの老朽化 

地方分権の推進 

児童相談所の開設（検討中） 
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3 高年齢者雇用の確保⇒フルタイム再任用の拡大 
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■職員数の増加要因 

再任用職員数の推移と推計 

H31以後は推計値 

181 

79 

短時間勤務 

フルタイム 

特別支給の老齢厚生年金（定額 
部分）の支給開始年齢が65歳まで 
段階的に引上げ 

特別支給の老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開始 
年齢が65歳まで段階的に（3年度ごとに1歳ずつ）引上げ 
⇒「無年金」となる隙間を埋めるため，フルタイム再任用が拡大 

老齢厚生年金の支給開始年齢を 
68歳まで引き上げる方向で国 
（財務省）が検討中 

→定年延長に向けた動き 

年金支給開始年齢の引上げに伴
い，再任用短時間勤務職員が減
少し，再任用フルタイム勤務職員
が増加する見込み 

 

●雇用と年金の接続 
●高年齢者の能力・経験の活用 
●再任用職員の割合の増加による職員 
 の士気の低下→公務能率低下の懸念 
 
 

○定年を段階的に65歳まで引上げ 
 
 

○役職定年制の導入 
○60歳を超える職員の年間給与は 
 60歳前の7割水準に設定 

定年を段階的に65歳に引き上げるための 
国家公務員法等の改正についての意見の申出 

(人事院／H30.8.10) 

再任用フルタイム勤務職員と比較して
給与水準は上昇＝高年齢者に係る
人件費コストも上昇 

定数外職員(再任用短時間勤務職員)が担っていた業務を定数内職員(再任用フルタイ
ム勤務職員)が担うことに⇒定数内職員数が増加／正規職員の新規採用を圧迫 

条例 
定数 
との 
関係で 

定数条例に定める定数内の職員 定数条例に定める定数外の職員 

法律上の区分 常勤の職員 臨時・非常勤の職員 

市の職員 正規職員・再任用職員(フルタイム) 再任用職員(短時間)・臨時職員 

4 

(人) 



4 「働き方改革」への対応 

■職員数の増加要因 

●長時間労働の是正・時間外勤務の削減 

 ⇒時間外勤務は，原則年間360時間を上限に 
 （働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律 
                        →平成31年4月1日施行） 
 

  【個人別・時間外勤務の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

●仕事と家庭(子育て)の両立 

 ⇒育児休業を取得しやすい職場環境の整備 
   (代替職員の確保) 

 
 

 

 

年度 年間360時間以上の職員数 個人の年間最長時間 

H21 148人 1,229.0時間 

H22 149人 1,009.0時間 

H23 149人 1,002.5時間 

H24 166人 1,197.0時間 

H25 179人 1,007.0時間 

H26 198人 1,691.0時間 

H27 113人 1,349.0時間 

H28 180人 1,101.5時間 

H29 165人 924.5時間 
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「一般行政職」に占める女性職員の割合と職員平均年齢の推移 

女性職員が占める割合 職員の平均年齢 

育児休業取得者数の推移(各年度4月1日現在) 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

45 42 48 58 43 47 57 42 53 73 
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5 会計年度任用職員制度の導入(H32～) 
 ●現行の「臨時職員」・「非常勤特別職職員」・「非常勤一般職職員」は廃止 

 ●「同一労働・同一賃金」の考え方に沿った「職務」と「処遇（給料等）」の設定 
 

 

 

 

 

 

 
 

                   ○「非正規職員」の処遇の改善（賃金単価の引上げ，期末手当（ボーナス）の支給等） 

                   ○人手不足（「扶養の壁」の問題，近隣自治体との競合等） 

 

■職員数の増加要因 

業務 
勤務形態 

本格的業務 
(常勤職員が行うべき業務) 

本格的業務以外の業務 
(定型的・補助的) 

フルタイム 
正規職員 

再任用職員(常勤) 
任期付職員(常勤) 

正規職員 
任期付職員(常勤) 
※行(一)の1～2級想定 

パートタイム 
再任用職員(短時間) 
任期付職員(短時間) 

会計年度任用職員 「非正規職員」→「正規職員」への置換えも 

その他の 
“人件費”の増加要因 

区分 任期上限 特徴 条例定数との関係 

再任用職員 1年(65歳まで更新可) 定年退職者等を任用／高年齢者の能力・経験を活用 常勤のみ定数内 

任期付職員(※) 3年(特に必要な場合は5年) 期間限定の業務や住民サービスの提供体制の充実(短時間のみ)を目的 常勤のみ定数内 

会計年度任用職員 1年(再度の任用も可) 「常勤職員」が行うべき業務以外の業務に従事 定数外 

・「非正規職員」のみが担ってきた職務・職域 
・「非正規職員」と「正規職員」が共に担って 
 きた職務・職域 

について業務の見直しが必要に 

＜参考＞正規職員以外の職員の任用形態                 (※)地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第4条・第5条       
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【柏市第二次行政経営方針における財政見通し】 

 

■職員数の増加⇒人件費の増加 

年度 H28 H29 H30 H31 H32 

人件費（見通し） 220 214 206 199 201 

人件費（実績） 215 217 216(予算) 207(推計) 210(推計) 

見通しと実績の差 5 ▲3 ▲10 ▲8 ▲9 

  単位：億円   

■柏市人口は2025年をピークに減少 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

54,835 53,678 53,613 52,669 50,071 47,245 45,282 43,661 42,202

268,666 259,420 261,049 266,705 264,861 257,967 244,313 232,330 221,651

80,510 100,857 110,724 114,107 116,691 120,068 127,334 132,724 138,141

65歳以上 15～64歳 0～14歳

【柏市の将来人口推計（H30.4：企画調整課作成）】 

項目 2015年 2062年 

生産年齢人口の比率 67.2％ 
55.1% 

(▲12.1%) 

高齢化率 24.4% 
34.4% 

(+10.0%) 

高齢者(65歳以上の者)数 100,857人 
138,141人 
(+37.0%) 

職員数の現状維持 
(増員の抑制)を前提とした 
人件費の抑制・削減施策 
には限界がある 

遅くとも，人口が減少に転じる2025
年以後は職員数も減らす方向性 

人口減で 

高齢者増で 
介護・医療・福祉(生活保護)などの分
野で行政サービスの需要は減少しない 

7 
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1 定員管理における課題（まとめ） 

■持続可能な行財政運営の確保のためには，人件費の増加抑制→削減が必要 
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【職員数の推移(～H30)と推計(H31～)】 

行(一) 行(二) 

当面の職員増は避けられない 

 
●職員の増加ペースの抑制 

●職員1人当たりのコストの抑制 

人口減に転じる2025年以後は
確実に職員数の削減を進めて 
いかなければならない 

 
●職員数の削減 
●人件費の削減 

(人) 
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2 定員管理の今後の方向性 

民間活力の導入（業務の外部化） 

事務事業の見直し 

会計年度任用職員・任期付職員の活用 

人事・給与制度の見直し 

業務の効率化（ＩＣＴの利活用等） 

職員の 
生産性の向上 

職員に係る 
コストの削減 

業務量の削減 

人件費の 
増加抑制 
→削減 

職員数の 
増加抑制 
→削減 
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2 定員管理の今後の方向性 
１ 民間活力の導入（業務の外部化） 

 ○窓口・電話受付等の一次対応業務の委託化 
 ○施設管理業務への委託導入・指定管理者制度 
 ○民間が提供する（提供できる）サービスからの撤退 

２ 事務事業の見直し 

 ○事務事業の優先順位付け → 事務事業の縮小・廃止 
 ○内部事務・共通事務の集約 

柏市民間委託推進指針(平成29年4月策定) 
「民間でできることはできるだけ民間に委ねることで，
人的・財政的資源を生み出し，最適な配分を行うこ
とで，市民満足度の高い市政運営の実現を目指す」 

３ 会計年度任用職員・任期付職員の活用 

 ○正規職員と非正規職員の役割分担の整理 
 定型的・単純・補助的業務 ⇒ 会計年度任用職員 
 一時的＋高度の専門性・特殊性 ⇒ 任期付職員（外部の人材の活用も） 
 本格的業務（企画立案・相談支援・公権力の行使など） ⇒ 正規職員が特化 10 



2 定員管理の今後の方向性 
４ 人事・給与制度の見直し 

○「職務給の原則」（職責と給与の連動） 
 に基づいた給与制度 

 非管理職である中高年齢層の給与 
体系の見直し 

 昇格メリットの拡大 
 
○人事評価制度の改善 

 人事評価結果と給与（査定昇給・ 
勤勉手当）との連動 

 
○級別定数管理の導入 
 
○経験者採用の実施（新卒を中心とした 
 採用の見直し） 11 

○高年齢者（再任用職員）の能力・経験を 
 活かせる人事制度の設計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○職員の能力開発（専門性の向上） 
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2 定員管理の今後の方向性 
５ 業務の効率化（ＩＣＴの利活用等） 

 ○業務のシステム化・標準化 （マイナンバー制度） 
 

 ○ＡＩ・ＲＰＡ・ＯＣＲの導入 
 自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの活用 (「地方自治体におけるAI・ロボティクス活用の現状と課題」(2019.1.9スマート自治体研究会資料(稲継裕昭氏作成))から引用) 

 
 
 
 

 ＲＰＡによる業務プロセスの自動化事例（つくば市） 

業務生産性向上(事務改善) 住民福祉の増進 

人間が行ってきたものを機械が代替 
(時間短縮) 

AI-OCR(紙文書の機械処理)／道路補修効率化【千葉市】／
保育所入園割当【さいたま市】／RPA(人事関係・税務関係など) 

議事録要約作成【徳島県】／コールセンター【札幌
市・名古屋市】／介護ケアプラン作成【豊橋市】 

人間ができなかったことを機械がやる 
(付加価値) 

職員の知恵袋(戸籍など)【大阪市】／カメラ利用観光客移動分
析【天草市】／事故・犯罪・災害等の発生予測 

窓口対応翻訳【甲賀市】／渋滞緩和【京都市】／
買い物難民支援／お年寄りの対話チャットボット 

(地方自治体における業務プロセス・システムの標準化 
及びAI・ロボティクスの活用に関する研究会(第1回) 
(2018.9.21)事務局(総務省自治行政局行政経営 
支援室)提出資料から引用) 

 

「ロボティック・プロセス・オートメーション」の略。 
ホワイトカラーのデスクワーク（主に定型作
業）をパソコンの中にあるソフトウェア型のロ
ボットが代行・自動化すること 

 
手書きの文字や印刷された文字を読み取り、
データと照らし合わせ文字を判断し、電子テキ
スト化する装置のこと 
 

RPA 

OCR 
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